予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：企画調査費
	事業名　父親の子育て参加促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　環境生活部　少子化対策課　少子化対策係　電話番号：058-272-1111（内2682）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11167@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　2,586千円　（前年度予算額：2,895千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,895
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,895

	要求額
	2,586   
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,586

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　      母親の過度な負担や育児不安等を軽減するため、父親に妊娠、出産、育児のそれぞれの段階ごとの「父親の役割や必要な知識」及び「子育ての楽しさ」等について学ぶ機会を提供し、父親としての自覚を促すとともに、企業の理解を得ながら、父親の育児参加を促進する。

（2） 事業内容

[1]父子手帳の作成・配付

　　     ・父親の育児参加を促進し、母親の育児負担や育児不安等を取り除くための父子手帳を継続して作成し、母子健康手帳と一緒に配付する。また、「お父さん頑張って講座」等の教材としても使用する。

[2]「お父さん頑張って講座」の開催

・男性従業員の子育てと仕事の両立を応援したいと考えている企業等に専門講師（父親支援ファシリテーター等）を派遣し、子育てに関する父親の役割や楽しさ、ワーク・ライフ・バランスについて学ぶ講座を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　  ・広域的な取り組みとして県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳(単位：千円)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	父子手帳
	2,140
	印刷代等

	講座開催
	446
	講師費用等

	合計
	2,586
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
・長期構想　Ⅲ－２　女性が働きやすく、活躍できる地域をつくる

　　　　　　　　　　・企業における子育て支援の環境づくりを支援する　

　　　 ・岐阜県少子化対策基本計画
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
母親の過度な負担や育児不安を軽減するため、父親の育児参加を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	男性育児休業取得率
	0.6％
（H20）
	0.8％

（H21）
	0.8％

（H22）
	0.9％

（H24）
	5.0％

（H26）
	18.0％


	年次有給休暇消化率
	41.5％
（H20）
	37.7％

（H21）
	40.3％

（H22）
	41.5％

（H24）
	65.0％

（H26）
	63.8％


	早く家庭に帰る日実施企業数
	（H  ）
	589
企業

（H21）
	731
企業

（H23）
	677
企業

（H24）
	780
企業

（H26）
	86.8％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　「父子手帳」は、平成２２年２月から、市町村窓口で母子健康手帳交付時に配布している。平成２５年度には全面的に見直しを行い、子の出生後の継続した父親の育児参加を促すため、「子の出生から６歳まで」の成長段階に応じた父親の子育ての内容を充実させるとともに、より見やすく使いやすいデザインへとリニューアルした。

「お父さん頑張って講座」の開催を希望する企業に専門講師を派遣し、父親の役割やその楽しさ等を学ぶ講座を開催した。（H21～24：22企業等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

父子手帳は「父親の育児について分かりやすく書いてあるので、今後も発行してほしい。」という声が多く寄せられるなど、好評を得ている。

「お父さん頑張って講座」でも、参加者アンケートでは「大変よかった」という意見が多く、「親子のコミュニケーションの大切さがわかった。」「母親の子育ての苦労や悩みを理解できた。」などの感想が寄せられ、父親の育児参加の促進を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
〇
	父親の育児参加を促進し、母親の育児負担や育児不安等を取り除くために継続して取り組む必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　父親の育児参加は順調に進んでいるものの、男性の育児参加の一例である「男性の育児休業取得率」については、女性（92.0%）と比較して極めて低い割合にとどまっており、企業における子育て支援の取組を、更に促進する必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	「お父さん頑張って講座」等の教材として「父子手帳」も使用するなど、効率的に実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　父親の育児参加への意識は浸透してきているものの、育児休業取得率の上昇には至っておらず、今後一層、父親と企業の両方向に父親の育児参加を働きかける必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　　平成25年度に、６歳までの育児の内容を充実させる全面改訂を行った「父子手帳」を、継続して母子手帳交付時に市町村窓口で配布するとともに、市町村の乳幼児健診等において追加配布し、子の出生後の継続した育児参加を促進する。
また、企業等において男性の育児参加を促すため、父子手帳を活用した「お父さん頑張って講座」を実施する。


